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１．背景と目的  

 現在建設業界は，少子高齢化により深刻な人手不足に陥っている．一方で，インフラの老朽化対策や度重なる甚

大な自然災害の復興事業等に向けて新規投資が増加することで，建設需要が増加している．そのため，建設業界で

の生産性向上を進めていくためには，工数削減と工程の合理化を行う必要がある．本論文では，業務の工数削減に

向けた指針を得ることを目的に，港湾構造物を対象とした予備設計にかかる業務工数の整理と削減効果を推定した． 

２．設計業務にかかる工数削減の推定 

 国土交通省港湾局では，国による港湾・海岸工

事土木請負工事等の発注に際し，その予定価格

の基礎となる積算価格を算出するために港湾請

負工事積算基準（以下，積算基準）1)を制定して

いる．積算基準には図-1 のとおり，港湾事業及

び海岸事業の設計業務にかかる予備設計の設計

フローが示されている．港湾構造物の予備設計

を行う上では，対象施設に関する情報や利用状

況の整理に加え，施設周辺の地盤条件や波浪条

件等の設計条件を適切に設定する必要がある．

しかし，設計条件の設定には膨大な情報を収集及

び整理する必要があり，内容次第では技

術者が手作業で確認しているのが現状

である．取り扱う情報やデータ量は対

象施設の規模や延長によって異なる

が，安定性照査を行うための設計条件

をいかに迅速かつ確実に設定すること

は設計を行う上で重要となる．表-1に，

実際の設計にかかる業務項目の工数と

1 式あたりの金額を整理したものを示

す．なお，表-1 に示す各項目１式あた

りの金額は，各技術者の職種の歩掛と

基準日額の積の総和とする．また各技

術者の職種の基準日額は，2021 年度設

計業務委託等技術者単価（以下，技術者

単価）2)で定められており，各技術者が 1 日に行うことができる仕事量に対して支払われる金額である．表-1 に示

す全体の歩掛のうち，設計条件（維持管理の検討及び地盤改良工法検討を除く）にかかる割合は約 5 割を占める．

そのため，膨大な情報や異なる形式データを整理する手間を自動化あるいは簡略化することができれば，設計全般 
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図-1 予備設計業務のフロー図 

表-1 予備設計の各業務項目の工数（歩掛と技術者単価の関係） 

業 務 項 目 技師長 主任 技師 技師 技師 技術員 業 務 項 目 技師長 主任 技師 技師 技師 技術員

技師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 合計 金 額 技師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 合計 金 額

65,500 57,400 51,200 40,600 32,800 29,000 人 円 65,500 57,400 51,200 40,600 32,800 29,000 人 円

設計計画（予備設計） 1.0 1.0 0.5 2.5 128,900 照査用震度算定 1.5 2.0 3.0 3.0 9.5 408,700

資料収集・整理 維持管理の検討 2.0 3.5 5.0 6.0 16.5 693,800

性能規定の設定資料 1.5 1.5 2.0 2.5 7.5 326,100 地震応答液状化の判定 0.5 1.0 2.0 1.5 1.0 6.0 239,300

維持管理方針の設定資料 地盤改良工法の検討 1.5 2.0 2.0 1.5 7.0 267,100

設計条件 構造形式の抽出

利用・自然条件設定 比較構造形式の抽出

防波堤（利用・自然条件設定） 0.5 1.0 1.0 2.5 120,500 防波堤（比較構造形式の抽出） 1.0 1.0 1.5 3.5 141,000

土質資料整理解析 安定性の照査

粘性土地盤（土質資料整理解析） 0.5 1.0 1.5 79,900 永続状態および変動状態の安定性の照査

砂質土地盤（土質資料整理解析） 0.5 1.0 1.5 79,900 防波堤（安定性の照査） 0.5 1.0 3.5 3.0 2.0 10.0 378,400

沖波の推算 偶発状態の地震応答解析

Ｓ．Ｍ．Ｂ法 0.5 0.5 1.0 1.0 3.0 107,700 防波堤（FLIP）

確率波高の計算 0.5 0.5 0.5 1.5 51,200 構造形式の選定

波浪変形計算 概算数量算定（構造形式の選定） 0.5 1.0 2.0 3.5 111,100

（1）波向線法、髙山法等による場合 概算工費算定（構造形式の選定） 1.0 1.0 1.5 3.5 116,900

屈折（ｴﾈﾙｷﾞｰ平衡方程式） 1.0 1.0 1.0 1.5 4.5 168,100 総合的な比較・検討（構造形式の選定） 1.0 1.0 1.0 3.0 149,200

港内静穏度解析（高山法） 1.0 1.0 1.0 1.5 4.5 168,100 図面作成（予備設計） 0.5 0.5 0.5 1.5 51,200

浅水、砕波、ﾘｰﾌ、隅角 0.5 0.5 0.5 1.5 51,200 報告書作成（予備設計） 1.0 1.5 1.0 1.0 4.5 207,600

（2）エネルギー平衡方程式による場合 協議・報告（予備設計） 1.0 1.0 2.0 108,600

港外波浪条件の設定 1.0 1.0 0.5 2.5 128,900 照査（予備設計） 1.5 1.0 1.0 3.5 177,900

計算モデルの作成 0.3 0.3 0.3 0.9 37,380

計算の実施 0.1 0.1 0.2 8,400 合計金額 110 4,575,320

計算結果の整理 0.1 0.1 0.1 0.1 0.4 17,040

設計波の算定 0.5 0.5 0.5 1.5 51,200
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にかかる半数程度の工数を削減できる．また，設計

条件の設定のみならず解析プログラムに入力する

データの変換や構造形式を選定する上で必要な数

量とそれにかかる単価を自動で処理・検索するこ

とができれば，設計条件の設定に加えて安定性の

照査，概算数量及び概算工費算出にかかる工数も

削減が可能となる．同時に工数削減された分は，

見かけ上の技術者単価を向上させるとともに工期

を短縮させる効果をもたらす．表-2に，表-1で示

した工数を踏まえた実業務を遂行する上での工程

（黒線）と，業務項目における一部の工数を 5 割

程度削減できると推定した場合の工程（赤線）を

示す．この推定結果より，業務全体における１式

あたりの合計金額 4,575,320 円のうち 1,092,260 円

分を削減する効果があることを確認した．これは削減前に対して約 23%相当の削減に値する．また，工程の観点よ

り業務全体で比較すると 1式あたりで約 1 ヶ月の工期を短縮することが可能となる． 

３．工数削減に向けた方法論 

工数の削減を行うための方法論を図-2 に示す．まず業務項目の工数（歩掛）

を整理し，作業項目ごとに手作業部分の洗い出しを行う．実業務の中で工数の

多い地震応答液状化の判定や照査用震度の算定には，汎用プログラムを使用す

ることが多く，インプットデータを手作業で整理及び入力するため，時間と労

力を費やしている．これを回避すべき方法として，理化学研究所が開発したデ

ータ変換・統合技術 DPP(Data Processing Platform)3)に適用するためのインベ

ントリを作成することが有効的である．インベントリとは，情報システムの構

成要素であるデータを把握・管理するための目録である．インベントリをもと

に，同様のデータ変換やデータ読み込みの有無を確認した上で，手作業部分を

自動化するためのプログラムを作成する．その際，作業をできるだけ細分化し

プログラムを作成することが肝要である．ただし，ダウンロードしたデータを解

析用のインプットデータに変換する場合，これ専用のプログラムを作成すると使用用途が限定的になり他の業務に

活用できない．そのため，①ダウンロードしたデータを読み込むプログラム，②読み込んだデータをインプットデ

ータ用に変換するプログラム，③インプットデータを書き出すプログラムに小分けして作成すると他の業務の工数

削減・業務の自動化に転用することが可能となり，より効率的に工数削減を行うことができる． 

４．まとめ 

港湾構造物を対象とした設計業務をもとに，工数削減が可能と推定できる部分の洗い出しを行い，自動化による

工数削減を仮定した場合の検証と，削減するための方法論について考察した．今後，工数の削減のための方法論を

もとに実際の工数の削減量を算出し，方法論の有用性を定量的に判断・考察していく必要がある． 
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表-2 予備設計の工程表(例) 

（黒線：通常工程、赤線：5割削減を見込んだ工程） 

図-2 工数削減に向けた 

方法論のフロー図 
 

2.資料収集・整理
性能規定の設定資料

維持管理方針の設定資料

10月 11月

1.設計計画

設計項目
令和4年

5月 6月 7月 8月 9月

砂質土地盤(土質資料整理解析)

沖波の推算
S.M.B法

3.
設
計
条
件

利用・自然条件設定 防波堤（利用・自然条件設定

土質資料整理解析
粘性土地盤(土質資料整理解析)

港内静穏度解析（高山法)

浅水、砕波、リーフ、隅角

確率波高の計算

波浪変形計算

(1)高山法等による場合

屈折(エネルギー平衡方程式）

計算の実施

計算結果の整理

(2)エネルギー平衡方程式による場
合

港外波浪条件の設定

計算モデルの作成

設計波の算定

照査用震度算定

維持管理の検討

5.安定性の照査

永続状態および変動状態の安定性
の照査

防波堤(安定性の照査)

偶発状態の地震応答解析 防波堤(FLIP)

4.構造形式の抽出 比較構造形式の抽出 防波堤(比較構造形式の抽出)

地震応答液状化の判定

地盤改良工法の検討

総合的な比較・検討（構造形式の選定）

7.図面作成（予備設計）

6.構造形式の選定

概算数量算定（構造形式の選定)

概算工費の算定（構造形式の選定)

10.照査(予備設計）

8.報告書作成(予備設計)

9.協議・報告(予備設計)

19.2% 29.9% 42.1% 55.1% 65.7% 77.0%稼働率累計 2.5% 6.7% 10.1% 88.2% 97.9% 100% 100%

工数:約 23%削減 

工程:約 1カ月短縮 

（１）業務項目の工数（歩掛）の整理

（２）手作業部分の洗い出し

（３）インベントリの作成

（４）自動化するためのプログラムの
作成
①ダウンロードしたデータを読み込むプログラム
②読み込んだデータをインプットデータ用に変
換するプログラム
③インプットデータを書き出すプログラム
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